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A. 研究目的 
 平成25年にDPAT活動要領が厚労省から発出

され、DPAT が設立された。しかし平成 28 年 4
月の熊本地震発災前にDPATが実働した災害は、

平成 26年広島土砂災害、平成 26年御嶽山噴火、

平成 27 年関東・東北豪雨災害など、局地災害で

の活動が主体だった。 
DPAT 活動に関しては、災害のフェイズごとに

その活動内容が異なり、協働する医療チームも

異なるが、（超）急性期、中長期など時期的側面、

医療機関や行政組織の回復過程により、どのよ

うに DPAT 活動を次にステージに移行させてい

くか、また元来機能していた地域精神保健医療

機関との住み分けについての指標は明確ではな

かった。 
熊本地震において、初めて DPAT が全国規模

で活動を展開することとなり、被災県外から派

遣される DPAT と、被災地内で平時に機能して

いた地域精神保健医療機関との初めての協働が

行われた。 
本分担研究班は、熊本地震における超急性期

から中長期に掛けての DPAT 活動を検証し、被

災地外（県外）DPAT が主として活動する超急性

期対応から、徐々に被災県内の DPAT
（Local-DPAT；以下 L-DPAT と略す）、こころ

のケアセンターを主体とした中長期対応への移

行の指標を明確化することを目的とした。そし

て得られた研究成果を DPAT 活動マニュアル等

の各種マニュアルや DPAT に関する研修会等に

反映させ、より被災地域にとって望ましい DPAT
活動の具体的行動の基礎資料となるようなテー

マを選定した。 
 
B. 研究方法 

1．県外患者搬送にかかる課題 
熊本県内の被災精神科病院の入院患者の県

外搬送を受入れた福岡県、佐賀県、宮崎県、鹿

児島県の搬送時の対応を、各県庁所管課 （精

神保健福祉担当課）、各県精神科病院協会への

聞き取り調査により検証した。 
 

2．DPAT活動終結時の状況 
DPAT活動終結時の精神保健福祉センター、

市町村、こころのケアセンターの連携を検証し

た。熊本地震のDPAT活動に関する記録物、熊

 

研究要旨：本研究は、平成 28 年熊本地震における超急性期から中長期に掛けての DPAT
活動を検証することで、DPAT による被災精神科病院から患者搬送などの用務を行う超急

性期対応から、被災県内の DPAT、こころのケアセンター等を主体とした中長期対応への

移行の指標を明確化させることを目的とする。本年度、被災病院入院患者を受け入れた

隣接各県の県庁担当課や各県精神病院協会に調査を行い、県外搬送時の課題を検証した。

県外搬送作業開始前の DPAT 調整本部とのカウンターパートは、行政主体型と精神科病

院協会主体型の 2 つのパターンがあり、受け入れ患者の調整機関として、行政と精神科

病院協会の協調型と、精神科病院協会単独型の 2 つのパターンがあったが、それらは各

県の精神科病院協会の組織規模に大きく依拠していることがわかった。平成 28 年 10 月

の DPAT 活動終結時、発災から約半年経過し、避難者の減少、精神科医療機関の機能回

復により、DPAT 活動における処方数、相談数は少なくなり、自治体保健機関（精神保健

福祉センター、保健所等）では通常業務も再開していた。DPAT 活動終結に際しては、

DPAT 派遣要請範囲のコントロール、精神保健医療関係者の合意形成、こころのケアセン

ターの立ち上げ、市町村へのケースの引き継ぎ、市町村及び保健所への通達、被災市町

村訪問による中長期支援体制の協議などは、DPAT 活動を引き継いでいた熊本県精神保健

福祉センターが中心となって行い、最終的にこころのケアセンターへと業務を移管した。 

４）災害医療対応の原則「CSCA」

（１）災害時における指揮調整体制の確立は、実際の医療支援活動より優先される。

５）情報関連システム

（１）DMHISSには医療機関に振り分けられたIDとパスワードを使用してログインする。

（３）所属医療機関に被害がなければ、EMISの緊急時入力は不要である。

アンケートは以上です。もう一度記入漏れがないかご確認ください。ご協力、誠にありがとうございました。

（２）EMIS（Emergency Medical Information System）とは広域災害救急医療情報システムのことで、入力は
DMAT隊員に限られている。

（４）DPAT事務局ホームページの医療機関マップから、災害拠点病院および精神科病院の詳細を閲覧すること
ができる。

（２）DPAT活動は、絶対安全な地域で行う。

（３）情報伝達の失敗が現場活動の失敗につながる。

（４）災害時に収集すべき情報「METHANE」レポートの「A(Access)」で到達経路を検討し、常に被災地までの最短
距離の経路を選択すべきである。

- 31 -



 
 

・DPAT活動における処方数は0、相談数は2件
/週 
・精神科医療機関の機能回復（一部病院の入院

機能を除く） 
・自治体保健機関（精神保健福祉センター、保

健所等）では通常業務が再開 
・県精神保健福祉センターがDPAT活動を引き

継ぎつつ、こころのケアセンターへと業務を移

管 
DPAT活動終結に際しては、DPAT調整本

部・活動拠点は熊本県精神保健福祉センター内

に設置し、センターの通常業務に下記の災害対

応業務を追加した。そのため、精神保健福祉セ

ンター職員にとっては過重業務とならざるを

得なかった。精神保健福祉センターで行った業

務としては、 
・DPAT派遣要請範囲のコントロール 
・会議による精神保健医療関係者の合意形成 
・こころのケアセンターの立ち上げ 
・市町村へのケースの引き継ぎ 
・文書による市町村及び保健所への通達 
・被災市町村訪問による中長期支援体制協議 
などがあげられる。 

 
D. 考察 

県外搬送開始前のDPAT調整本部とのカウ

ンターパートは、行政主体型と精神科病院協会

主体型の2つのパターンがあった。また、県外

搬送時の受け入れ患者のマッチング等を行っ

た調整機関として、行政と精神科病院協会の協

調型と、精神科病院協会単独型の2つのパター

ンがあった。精神科病院協会の人員規模は各県

で異なり、職員が少ない県は行政との協調によ

り患者搬送を行ったが、精神科病院協会の組織

規模が大きな県は、単独で受入れ作業を行った。 
全国の都道府県に設置されている精神科病

院協会は、各都道府県の事情により、規模や平

時からの行政との協力体制、行政との関わり方

の範囲・程度など様々である。 
今回の熊本地震でみえたものは、規模が大き

な精神科病院協会は、被災病院に対する支援を

ほぼ協会単独で行うことが可能であるが、規模

の小さな協会は県庁などの行政組織と協調し

ながら、支援作業を進めていたことであった。 
今後想定される大規模災害において、DPAT

においても、事前に各都道府県の精神科病院協

会の規模を把握しておき、県外搬送時において、

最初に連絡、調整を行うカウンターパートをあ

らかじめ決めておき、その後、協会と行政のど

ちらが主体性をもって災害対応を行うであろ

うかなど、あらかじめ想定しておくべきである。 
平成28年10月のDPAT活動終結時の状況は、

発災から約半年経過し、避難者は106名にまで

減少しており、精神科医療機関の機能はほぼ回

復していることもあり、DPAT活動における処

方数は0、相談数は2件/週にまで減少していた。

また、自治体保健機関（精神保健福祉センター、

保健所等）では通常業務に戻っていた。 
熊本県精神保健福祉センターが中心となり、

センター内に調整本部、拠点本部を設置し、

DPAT活動を引き継ぎつつ、こころのケアセン

ターへと業務を移管した。 
DPAT活動終結に際しては、精神保健福祉セ

ンターとその主管課である熊本県障がい者支

援課がDPAT派遣要請範囲のコントロール、会

議による精神保健医療関係者の合意形成、ここ

ろのケアセンターの立ち上げ、市町村へのケー

スの引き継ぎ、文書による市町村及び保健所へ

の通達、被災市町村訪問による中長期支援体制

を協議し、DPAT活動終結がスムーズにいくよ

うに進めていった。 
熊本地震におけるL-DPATは大規模～中規

模災害におけるシームレスな支援枠組み移行

のモデルとなり得え、さらにこころのケアセン

ターが新設される場合にはとくに重要な役割

を持つことがわかった。 
L-DPATの活動をより効率的に行うために、

平時からの準備として、災害時のブロック連携

体制の構築、市町村・保健所のDPATへの理解

を深めていくための研修会の開催等を行って

いくことで、災害の中期以降の支援としての、

より効果的なL-DPATの運用につなげていく

ことが可能になると思われる。 
 
E. 結論 

日本の精神科病院の多くは精神科の単科病

院であり、また病床数も多い。そのため、精神

科病院が入院治療を含めて病院機能を喪失す

るほどの被災を受けると、精神疾患を持つ数百

人規模の患者が転院を余儀なくされる。基本的

には被災都道府県内での転院となるが、転院患

者が多くなる場合は、転院先を隣接する都道府

県に求めることになる。 
県外搬送においても、精神科病院協会同士の

協力が不可欠で、そこに県庁などの行政組織も

加わり、転院支援を行うことになる。その枠組

みは平時において形成しておかなければ、緊急

を要する災害時には混乱が生じてしまう。 
災害精神保健医療体制の構築に向けて、熊本

地震におけるDPAT縮小撤退の過程を検証す

ることで、今後も頻発すると思われる局所災害

におけるL-DPAT活動の参考となりうる。 
熊本地震の規模では、発災後2か月くらいか

ら、精神保健分野でのニーズは減少していくた

め、中長期における支援では、フレキシブルに

動くことができる地元の医療機関中心の

 
 

本県精神保健福祉センター及び熊本こころの

ケアセンターの記録から、DPAT活動終結

（H28年10月28日）前後の事柄を抽出した。 
 
C. 研究結果 

1．県外患者搬送にかかる課題 
県外搬送開始前のDPAT調整本部とのカウ

ンターパートは、下記のように行政主体型（①）、

精神科病院協会主体型（②）の2つのパターン

があった。 
①県庁所管課（障害福祉課等）： 

鹿児島県、宮崎県 
②精神科病院協会： 

佐賀県、福岡県 
県外搬送時の受け入れ患者のマッチング等

を行った調整機関として、行政と精神科病院協

会の協調型（③）と、精神科病院協会単独型（④）

の2つのパターンがあった。 
③県庁・精神科病院協会（協調型）： 

鹿児島県、宮崎県 
④精神科病院協会（単独型）： 

佐賀県、福岡県       
精神科病院協会の人員規模は各県で異なり、

職員が少ない県（⑤）は行政との協調により患

者搬送を行ったが、精神科病院協会の組織規模

が大きな県（⑥）は、単独で受入れ作業を行う

というように2つのパターンがあった。 
⑤鹿児島県・宮崎県：専属職員1名 
⑥佐賀県：事務局（会長病院）・事務職員           

（会長病院職員が兼務）、 
福岡県：事務局（単独施設を保有）・事

務職員（専属職員3名以上） 
 したがって、県精神科病院協会の規模（協会

施設、職員数等）が小さな県（鹿児島県、宮崎

県）は県庁と協調して転院搬送の調整を行い、

協会の規模が大きな県（佐賀県、福岡県）は、

精神科病院協会単独で、転院搬送の調整を行う

というように、精神科病院協会の規模に依拠す

る結果となった。 
平成28年4月14日21時26分に発生した熊本

地震の前震発生時は、病院機能を喪失した2つ
の病院からの患者搬送は、熊本県内の精神科病

院のみで対応可能であったが、同年4月16日1
時25分の本震発生後は県内各地の病院も被災

し、入院患者の受入が困難となり、県外の精神

科病院への患者搬送作業が行われた。搬送方法

は下記に示すように、様々な方法で行われた。 
・鹿児島県（112名）：自衛隊、民間バスによ

り鹿児島県内広域に及ぶ各病院に搬送  
[4月17日 22:30完了] 

・佐賀県（55名）：搬出病院バス、中継拠点病

院（早津江病院）所有バスにより中継拠点病院

にいったん搬送し（一時的避難場所）、その後、

転院受入れ先の各病院所有のバス等により各

病院に向けて搬送  
[4月17日18:15完了] 

・福岡県（29名）：介護タクシー（2名）、民

間バスにより各病院に搬送  
[4月17日深夜0時・1時完了] 
[4月18日19:00完了] 

・宮崎県（76名）：自衛隊、搬出病院バス、

DMATにより宮崎県北部の各病院に搬送  
[4月21日17:30完了] 

 なお、鹿児島県、福岡県に向けて転院搬送を

行った場合、搬出開始時間の遅れ、地理不案内

による各病院を回るルート設定の不手際、途中

の交通渋滞などの理由により、患者到着の時間

がスタッフの手薄な深夜帯となった病院もあ

り、受入病院からは安全面に問題があるとの指

摘があった。 
 

2．DPAT活動終結時の状況 
 県外DPATが活動期間中（4月15日～6月30
日）に、L-DPATの立ち上げのために、熊本県

庁の障がい者支援課と精神保健福祉センター

が主体となり、チーム登録、研修会、講習会を

行い、さらに活動マニュアルを作成し、

L-DPATの整備を行った。 
そして、県外派遣チームの縮小（全国→九

州・沖縄→熊本）とともに、カウンターパート

である被災市町村に対する体制変更の周知を

行った。 
熊本地震の中期以降に熊本県内の精神科病

院でL-DPATを編成し活動した。それぞれの

L-DPAT は気心の知れたメンバーで構成した

ほうがよいと考え、単一の医療機関から編成し、

複数の医療機関の職員からなる混成チームは

作らなかった。 
L-DPATの運用は、調整本部業務としては、

シフト作成、活動日修正、ミーティング開催、

緊急対応等を行った。現地活動は、計123件の

個別ケース対応、市町村と連携して対応困難ケ

ースに対するケース会議、情報収集、ミーティ

ング等を行った。 
平成28年6月21日にL-DPATは活動を開始し、

6、7月は週3～4日の活動、8月は週2日、9月以

降は週1日の活動というように、10月17日の熊

本こころのケアセンター開所に向けて、徐々に

活動規模を縮小していき、平成28年10月28日、

約6か月に及ぶ熊本地震における県外DPATか
らL-DPATへとつながるすべてのDPAT活動は

終結した。 
平成28年10月のDPAT活動終結時の状況は

下記の通りである。 
・発災から約半年経過し、避難者は106名にま

で減少 
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・DPAT活動における処方数は0、相談数は2件
/週 
・精神科医療機関の機能回復（一部病院の入院

機能を除く） 
・自治体保健機関（精神保健福祉センター、保

健所等）では通常業務が再開 
・県精神保健福祉センターがDPAT活動を引き

継ぎつつ、こころのケアセンターへと業務を移

管 
DPAT活動終結に際しては、DPAT調整本

部・活動拠点は熊本県精神保健福祉センター内

に設置し、センターの通常業務に下記の災害対

応業務を追加した。そのため、精神保健福祉セ

ンター職員にとっては過重業務とならざるを

得なかった。精神保健福祉センターで行った業

務としては、 
・DPAT派遣要請範囲のコントロール 
・会議による精神保健医療関係者の合意形成 
・こころのケアセンターの立ち上げ 
・市町村へのケースの引き継ぎ 
・文書による市町村及び保健所への通達 
・被災市町村訪問による中長期支援体制協議 
などがあげられる。 

 
D. 考察 

県外搬送開始前のDPAT調整本部とのカウ

ンターパートは、行政主体型と精神科病院協会

主体型の2つのパターンがあった。また、県外

搬送時の受け入れ患者のマッチング等を行っ

た調整機関として、行政と精神科病院協会の協

調型と、精神科病院協会単独型の2つのパター

ンがあった。精神科病院協会の人員規模は各県

で異なり、職員が少ない県は行政との協調によ

り患者搬送を行ったが、精神科病院協会の組織

規模が大きな県は、単独で受入れ作業を行った。 
全国の都道府県に設置されている精神科病

院協会は、各都道府県の事情により、規模や平

時からの行政との協力体制、行政との関わり方

の範囲・程度など様々である。 
今回の熊本地震でみえたものは、規模が大き

な精神科病院協会は、被災病院に対する支援を

ほぼ協会単独で行うことが可能であるが、規模

の小さな協会は県庁などの行政組織と協調し

ながら、支援作業を進めていたことであった。 
今後想定される大規模災害において、DPAT

においても、事前に各都道府県の精神科病院協

会の規模を把握しておき、県外搬送時において、

最初に連絡、調整を行うカウンターパートをあ

らかじめ決めておき、その後、協会と行政のど

ちらが主体性をもって災害対応を行うであろ

うかなど、あらかじめ想定しておくべきである。 
平成28年10月のDPAT活動終結時の状況は、

発災から約半年経過し、避難者は106名にまで

減少しており、精神科医療機関の機能はほぼ回

復していることもあり、DPAT活動における処

方数は0、相談数は2件/週にまで減少していた。

また、自治体保健機関（精神保健福祉センター、

保健所等）では通常業務に戻っていた。 
熊本県精神保健福祉センターが中心となり、

センター内に調整本部、拠点本部を設置し、

DPAT活動を引き継ぎつつ、こころのケアセン

ターへと業務を移管した。 
DPAT活動終結に際しては、精神保健福祉セ

ンターとその主管課である熊本県障がい者支

援課がDPAT派遣要請範囲のコントロール、会

議による精神保健医療関係者の合意形成、ここ

ろのケアセンターの立ち上げ、市町村へのケー

スの引き継ぎ、文書による市町村及び保健所へ

の通達、被災市町村訪問による中長期支援体制

を協議し、DPAT活動終結がスムーズにいくよ

うに進めていった。 
熊本地震におけるL-DPATは大規模～中規

模災害におけるシームレスな支援枠組み移行

のモデルとなり得え、さらにこころのケアセン

ターが新設される場合にはとくに重要な役割

を持つことがわかった。 
L-DPATの活動をより効率的に行うために、

平時からの準備として、災害時のブロック連携

体制の構築、市町村・保健所のDPATへの理解

を深めていくための研修会の開催等を行って

いくことで、災害の中期以降の支援としての、

より効果的なL-DPATの運用につなげていく

ことが可能になると思われる。 
 
E. 結論 

日本の精神科病院の多くは精神科の単科病

院であり、また病床数も多い。そのため、精神

科病院が入院治療を含めて病院機能を喪失す

るほどの被災を受けると、精神疾患を持つ数百

人規模の患者が転院を余儀なくされる。基本的

には被災都道府県内での転院となるが、転院患

者が多くなる場合は、転院先を隣接する都道府

県に求めることになる。 
県外搬送においても、精神科病院協会同士の

協力が不可欠で、そこに県庁などの行政組織も

加わり、転院支援を行うことになる。その枠組

みは平時において形成しておかなければ、緊急

を要する災害時には混乱が生じてしまう。 
災害精神保健医療体制の構築に向けて、熊本

地震におけるDPAT縮小撤退の過程を検証す

ることで、今後も頻発すると思われる局所災害

におけるL-DPAT活動の参考となりうる。 
熊本地震の規模では、発災後2か月くらいか

ら、精神保健分野でのニーズは減少していくた

め、中長期における支援では、フレキシブルに

動くことができる地元の医療機関中心の

 
 

本県精神保健福祉センター及び熊本こころの

ケアセンターの記録から、DPAT活動終結

（H28年10月28日）前後の事柄を抽出した。 
 
C. 研究結果 

1．県外患者搬送にかかる課題 
県外搬送開始前のDPAT調整本部とのカウ

ンターパートは、下記のように行政主体型（①）、

精神科病院協会主体型（②）の2つのパターン

があった。 
①県庁所管課（障害福祉課等）： 

鹿児島県、宮崎県 
②精神科病院協会： 

佐賀県、福岡県 
県外搬送時の受け入れ患者のマッチング等

を行った調整機関として、行政と精神科病院協

会の協調型（③）と、精神科病院協会単独型（④）

の2つのパターンがあった。 
③県庁・精神科病院協会（協調型）： 

鹿児島県、宮崎県 
④精神科病院協会（単独型）： 

佐賀県、福岡県       
精神科病院協会の人員規模は各県で異なり、

職員が少ない県（⑤）は行政との協調により患

者搬送を行ったが、精神科病院協会の組織規模

が大きな県（⑥）は、単独で受入れ作業を行う

というように2つのパターンがあった。 
⑤鹿児島県・宮崎県：専属職員1名 
⑥佐賀県：事務局（会長病院）・事務職員           

（会長病院職員が兼務）、 
福岡県：事務局（単独施設を保有）・事

務職員（専属職員3名以上） 
 したがって、県精神科病院協会の規模（協会

施設、職員数等）が小さな県（鹿児島県、宮崎

県）は県庁と協調して転院搬送の調整を行い、

協会の規模が大きな県（佐賀県、福岡県）は、

精神科病院協会単独で、転院搬送の調整を行う

というように、精神科病院協会の規模に依拠す

る結果となった。 
平成28年4月14日21時26分に発生した熊本

地震の前震発生時は、病院機能を喪失した2つ
の病院からの患者搬送は、熊本県内の精神科病

院のみで対応可能であったが、同年4月16日1
時25分の本震発生後は県内各地の病院も被災

し、入院患者の受入が困難となり、県外の精神

科病院への患者搬送作業が行われた。搬送方法

は下記に示すように、様々な方法で行われた。 
・鹿児島県（112名）：自衛隊、民間バスによ

り鹿児島県内広域に及ぶ各病院に搬送  
[4月17日 22:30完了] 

・佐賀県（55名）：搬出病院バス、中継拠点病

院（早津江病院）所有バスにより中継拠点病院

にいったん搬送し（一時的避難場所）、その後、

転院受入れ先の各病院所有のバス等により各

病院に向けて搬送  
[4月17日18:15完了] 

・福岡県（29名）：介護タクシー（2名）、民

間バスにより各病院に搬送  
[4月17日深夜0時・1時完了] 
[4月18日19:00完了] 

・宮崎県（76名）：自衛隊、搬出病院バス、

DMATにより宮崎県北部の各病院に搬送  
[4月21日17:30完了] 

 なお、鹿児島県、福岡県に向けて転院搬送を

行った場合、搬出開始時間の遅れ、地理不案内

による各病院を回るルート設定の不手際、途中

の交通渋滞などの理由により、患者到着の時間

がスタッフの手薄な深夜帯となった病院もあ

り、受入病院からは安全面に問題があるとの指

摘があった。 
 

2．DPAT活動終結時の状況 
 県外DPATが活動期間中（4月15日～6月30
日）に、L-DPATの立ち上げのために、熊本県

庁の障がい者支援課と精神保健福祉センター

が主体となり、チーム登録、研修会、講習会を

行い、さらに活動マニュアルを作成し、

L-DPATの整備を行った。 
そして、県外派遣チームの縮小（全国→九

州・沖縄→熊本）とともに、カウンターパート

である被災市町村に対する体制変更の周知を

行った。 
熊本地震の中期以降に熊本県内の精神科病

院でL-DPATを編成し活動した。それぞれの

L-DPAT は気心の知れたメンバーで構成した

ほうがよいと考え、単一の医療機関から編成し、

複数の医療機関の職員からなる混成チームは

作らなかった。 
L-DPATの運用は、調整本部業務としては、

シフト作成、活動日修正、ミーティング開催、

緊急対応等を行った。現地活動は、計123件の

個別ケース対応、市町村と連携して対応困難ケ

ースに対するケース会議、情報収集、ミーティ

ング等を行った。 
平成28年6月21日にL-DPATは活動を開始し、

6、7月は週3～4日の活動、8月は週2日、9月以

降は週1日の活動というように、10月17日の熊

本こころのケアセンター開所に向けて、徐々に

活動規模を縮小していき、平成28年10月28日、

約6か月に及ぶ熊本地震における県外DPATか
らL-DPATへとつながるすべてのDPAT活動は

終結した。 
平成28年10月のDPAT活動終結時の状況は

下記の通りである。 
・発災から約半年経過し、避難者は106名にま

で減少 

- 33 -



厚生労働省科学研究補助金（障碍者政策総合研究事業（精神障害分野））

「災害派遣精神医療チーム（ ）の機能強化に関する研究」 
 分担研究報告書 

分担班研究課題名 「支援者支援マニュアル作成」に関する研究

研究分担者 丸山 嘉一

（日本赤十字社医療センター国際医療救援部・国内医療救護部 部長）

研究協力者 平澤克巳 （愛知県精神科医療センター）

高橋晶 （筑波大学）
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池田美樹 （桜美林大学 事務局）

研究要旨

災害支援者は、救助・救援活動に従事する中で、さまざまな心的外傷的出来事や業務に関わるス

トレスを体験する。帰還後、あるいは中長期的な経過の中で、メンタルヘルスの問題を生じる事例

についても多数の報告がなされており、支援者支援は考慮すべき重要な問題である。支援者支援の

目的は、支援者自身の苦しみを和らげるとともに、自身にその行為の意味を問い、対人援助の専門

性を習得し、支援者としての資質の向上を図ることである。支援者は、被災地復興支援のキーパー

ソンであり、彼らが一人でも倒れるとその影響は大きく、復興遅延の原因にもなり得る。その意味

において、支援者支援は被災者支援につながるともいえる。

しかし、支援者支援について一般的な指針としてのガイドライン（ ）やマニュアル

（ ）は存在するものの、具体的な支援方略については明らかにされているとは言い難い。

そこで、本分担研究では、支援者支援に対する組織的体制構築や、具体的な活動方略を提示した｢支

援者支援マニュアル｣を作成することを目的とした。被災者・被災地を支援している人すべてを支え

るシステムが支援者支援であり、本マニュアルでは全ての支援者、支援組織がその必要性、意義、

方法を理解することを目指している。そして支援者支援に対して がどのように関わるかについ

ても検討した。

平成 年度は過去の災害事例における支援者支援の検討から得られた現状の把握と課題について

の整理を行った。平成 年度からは、 支援者支援の目的、定義、対象を明確化。 支援者支援の

実際を介入、連携、撤収、引継に分けて検討。 支援者支援に有用なツール、評価法を検討。 特

殊例としてご遺体、ご遺族の対応を検討。 国際ガイドライン

の翻訳を行った。

平成 年度は、 ｢災害時の支援者支援マニュアル｣作成。 隊員、組織管理者、救護班員に

対して、支援者支援の必要性を説明するためのリーフレット（イラスト付き）を作成。 は、災

害時には支援者支援の必要性を説明しスイッチを入れる役割を担い、平時にはレジリエンスを高め

る教育活動を推進する役割がある。 国際ガイドライン

の翻訳から、精神保健・心理社会的支援 で

の多組織連携を可視化ツールとして｢つなぎマップ｣を作成。 ｢つなぎマップ｣を用いて実災害での

支援組織・団体の分布を検証した。

｢支援者支援マニュアル｣は、支援者個人の良好なメンタルヘルス保持とレジリエンス強化を目的

とするだけではない。団体、コミュニティ、地域の組織的な対応を促し、急性期から中長期におよ

ぶ連続性のある支援体制の構築や行政職員等支援者の補償問題も含めた健康問題全般の改善にも寄

与すると考える。

  
 

L-DPATの活動が現実的であり、精神保健福祉

センターが主体的に活動することで、こころの

ケアセンターを設置する場合も含めて、被災市

町村の平時の活動にスムーズに移行させてい

くことができる。 
 
F. 健康危険情報 

なし。 
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